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は じ め に 
  
都市化や核家族化の進行等を背景に、家庭や地域社会の教育力の低下が叫ばれて

久しい。それに伴い、児童・生徒の学ぶ意欲の低下や規範意識・自律心の低下、社

会性の不足、いじめや不登校の深刻な状況の継続など、学校教育が抱える課題は一

層複雑化・多様化している。このような教育を取り巻く環境が厳しくなる中で、都

民の学校教育に対する期待は日々高まる一方である。学校現場がこうした都民の高

まる期待に応えるためには、教育活動の直接の担い手である教員の意欲の向上を図

るとともに、教員としての資質能力をより一層高め、都民からの揺るぎない信頼を

確立することが不可欠である。 
 そのため、東京都教育委員会は、平成１２年度に教育職員人事考課制度や教育管

理職Ａ・Ｂ選考の導入、平成１５年度に主幹級職制度の導入や、週ごとの指導計画

の作成と指導計画の校長への提出・承認の義務付けを行うなど、不断の教育改革を

進めてきた。 
 そうした中で、教育職員人事考課制度や週ごとの指導計画の作成などは、教員の 

意欲の向上や資質能力の向上に一定の成果を挙げてきたとの声も大きい。しかしな 

がら、教員を取り巻く環境は、教員の大量退職時期の到来や今後数年間続くと予想 
される児童・生徒数の増加傾向などに対処するため、大量の教員を採用し、教員と 
しての意欲や資質能力の向上に努めなければならない状況にある。また、教育管理 
職選考等の受験対象者のライフスタイルや、意識の変化に伴う受験離れや子育て世 
代の受験敬遠、受験者の受験負担感等に起因する主幹級職及び教育管理職選考の受 
験者の減少傾向が続いている。 
このような背景のもと、平成１７年９月に設置された教員任用制度あり方検討委

員会は、採用選考から主幹級職選考・教育管理職選考のあり方、選考合格後の指導

主事の任用、その後の管理職任用に至るまでのあり方等について検討を行い、教員

や主幹・管理職の質・数の確保や教員年齢構成の平準化等を図る方策について、平

成１８年１月に中間のまとめとして改革の方向性を示した。 
その後、関係者の意見等を踏まえながら検討を進めるとともに、人材育成の視点、

新しい職の分化の視点、管理職層の見直し等の視点についてさらに検討を行い、本

報告として改革の方向性を示したものである。 
 
平成１８年３月 

 
 
 

教員任用制度あり方検討委員会 



第一章 検討委員会設置の経緯及び最近の国・東京都の動向について 

 
Ⅰ 人事制度改革の必要性と検討委員会の設置の経緯 

 

 児童・生徒の学ぶ意欲の低下や規範意識・自律心の低下、社会性の不足、いじめや

不登校の深刻な状況の継続など、学校教育が抱える課題は一層複雑化・多様化してい

る。このように教育を取り巻く環境が厳しくなる中で、都民の学校教育に対する期待

に応え、教育改革を推進するためには、教育活動の直接の担い手である教員の意欲の

向上を図るとともに、教員としての資質能力をより一層高めることが不可欠である。 
 しかしながら、教員を取り巻く環境は、団塊の世代に代表される大量採用した教員

の退職時期の到来や、今後数年続くと予想される児童数の増加傾向など、大量の教員

を採用しなければならない状況にある。その結果、採用倍率の低下と相まって、教員

の質・数の確保が重要課題となっている。また、教育管理職等も同様に大量退職時期

を迎えているが、主幹・管理職選考等の受験者数の減少が続いており、主幹・管理職

の質・数の確保も重要課題となっている。 
さらに、現在の教員の年齢構成も大量採用した５０歳代の層の教員が多く、３０歳

代半ば以下の教員が少ない「いびつな年齢構成」となっている。その結果、教員の育

成を含めた人事管理や学校運営に困難を生じさせる原因ともなっている。このまま、

退職する教員数に合わせた教員の補充を新規採用教員で行うと、現行の受験年齢の層

が新たな年齢構成の山としてそのまま推移することになるため、教員の新規採用を抑

え、採用年齢の分散化を図るなど、年齢構成の平準化を図っていくことが重要課題と

なっている。 
こうした教員や主幹・管理職の質・数の確保の課題や教員年齢構成の平準化の課題

を克服し、教員の意欲の向上及び資質・能力の向上を図るためには、それに資する人

事制度の構築が不可欠であり、既存のシステムを役割・効果の観点から見直すことが

必要である。 
今回、中長期的視点で採用選考から昇任選考のあり方、管理職候補者期間中の任用、

管理職任用まで、人事制度全般を一体的に検討するため、学校長や区市町の教育長等

をメンバーに加え、教員任用制度あり方検討委員会を設置した。 
 
Ⅱ 教育を取り巻く国や東京都の動き 

 

 １ 教育を取り巻く国の動き 

   平成１７年８月に「行政の専門集団を目指して」と副題が付けられた人事院勧

告が出された。勧告の中で求められる公務員像として「複雑化・高度化する行政

ニーズに応えるため、公務員は国民本位の効率的行政を支える専門集団になる必

要がある」としている。具体的な取り組みとしては、「多様な有為の人材の確保

1 



と専門能力の向上や客観的で公平性や透明性が高く、実効性のある人事評価制度

の整備を土台とした、能力・実績重視の人事管理の必要性」を掲げている。 
   平成１７年１０月には中央教育審議会の答申である「新しい時代の義務教育を

創造する」の中で「義務教育の構造改革」が出された。義務教育の構造改革のポ

イントとして以下の４点が指摘されている。「①義務教育の充実に国家戦略とし

て取り組む、②市区町村、学校の裁量・自由度を高める分権改革（人事や学級編

成に対する権限の市区町村への移譲など）を進める、➂学習指導要領、教員養成、

財源保障など義務教育の基盤整備と、学力調査など結果の検証は、国が責任を負

う、④国と地方の負担により義務教育費が保障される国庫負担制度は優れた制度

であり、これを大事にし、更に地方の裁量を広げる」としている。 

   平成１７年１１月には経済財政諮問会議が「総人件費改革基本方針」を決定し、

国基準関連分野の地方公務員の定員の純減目標が示された。その中で「国が定数

に関する基準を幅広く定めている分野の職員（教育・警察・消防・福祉関係の２

００．８万人）については、過去５年間の実績である４．２％減を上回る純減を

確保する。特に人員の多い教職員については、児童・生徒数の自然減を上回る純

減を確保するよう検討する」とされた。 
   このように教員を取り巻く環境は、徹底した行財政改革や能力・実績に基づく

公務員制度の改革の実現、さらには人事権の移譲の検討等、制度改革のまっただ

中にあり、東京都としてもこうした動きを見据えた人事制度の改革が求められて

いる。 
 
 ２ 教員の質の向上へ向けた国の動き 

   平成１７年１２月には中央教育審議会の中間答申である「今後の教員養成・免

許制度の在り方について」が出された。 
   中間報告の中で「現在教員に最も求められていることは、広く国民や社会から

尊敬と信頼を得られる存在となることであり、そのためには養成、採用、現職研

修等の改革を総合的に進めることが必要である。とりわけ教員養成・免許制度の

改革は、他の改革の前提となるものであり、重要である」と位置付けている。 

   改革の方向性としては、「①大学の教育課程を、教員として必要な資質能力を

確実に身に付けさせるものに改革する、②教員免許状を、教職生活の全体を通じ

て、教員としての必要な資質能力を確実に保証するものに改革する」としている。

改革の具体的方策としては、「①教育課程の質的水準の向上、②教職大学院の創

設、➂教員免許更新制の導入等」を掲げている。 

   さらに、教員のライフステージを三段階に分け、養成段階では「①教育課程の

質的水準の向上、②教職大学院の設置」、採用段階では「採用選考の改善・充実」、

現職段階では「①現職研修の改善・充実、②人事管理の改善・充実、➂教員評価

の推進」を行うとしている。 
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   教員の採用選考のあり方や教員の資質向上策に関する議論が展開されており、

今後の議論の行方に大いに注意を払う必要がある。 

    

 ３ 教育改革等へ向けた東京都教育委員会の動き 

   東京都教育委員会は、教員の資質・能力やモラールの向上と学校運営の改善、

学校組織の活性化を目的として、平成１２年度４月に自己申告と業績評価を二つ

の柱とする「教育職員人事考課制度」を導入し、能力開発型教員評価制度への転

換を図った。 

   同じく平成１２年度から従来、教頭選考と指導主事選考の二本立てとなってい

た教育管理職選考を教育管理職選考Ａ・Ｂとして一本化した。管理職候補期間中

は学校現場と教育行政職場をジョブ・ローテーションしながら、計画的な人材育

成に重点を置いた新たな教育管理職任用制度を導入した。 

   平成１５年４月には経営層である校長・教頭と、実践層である教諭等との調整

的役割を行い、自らの経験を生かして教諭等をリードしていく指導・監督層とし

て、主幹級職制度を導入した。主幹職は授業を担当しながら校務にも能力を発揮

できる教員を職として位置付け、職責に応じた処遇を行っている。 

   平成１５年９月には日々の授業が年間授業計画に基づき適正に実施されると

ともに、よりきめ細かな授業改善が図られるよう、週毎の指導計画の作成と指導

計画の校長への提出・承認を義務付け、教員に不断の授業改善を求めるとともに、

教育課程の適正な管理を行っている。 

   また、平成１７年８月には教員の給与制度検討委員会による第二次報告である

「これからの教員給与制度について」が発表された。これは教員給与の国準拠制

度の廃止を受け、東京都の行政職を基準に、東京都の実情に応じた給与制度の実

現を図るために、一層の能力・業績を反映した給与制度を構築することで、教員

の能力向上に対する意欲を引き出そうとするものである。 

   このように東京都教育委員会では、教員の意欲の向上や資質・能力の向上に向

け、様々な教育改革を進めてきたが、今後は大量退職を背景とした、教員や主幹・

管理職の質・数の確保の課題や教員年齢構成の平準化に対応していくための人事

制度の改革が求められている。 
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第二章  採用選考のあり方について 

 

Ⅰ  採用選考をめぐる現状と課題 

     

    東京都の公立学校教員の現在の年齢構成から見て、いわゆる「団塊の世代」の定

年退職時期を迎え、平成２０年度をピークに、平成１９年度から平成２９年度にわ

たって２０００人を超える規模の退職者が予想される。 
さらに、退職者の大幅な増加に加え、児童・生徒数の増加傾向もあり、平成２０

年度から５年間は全体で３０００人を超える採用見込数となり、急激な増加が見込

まれる。こうした状況を背景として、競争倍率の低下の進行が予想される中で、い

かに必要な教員数を優秀な人材で確保していくか、採用選考における大きな課題と

なっている。 
 

採用見込数・採用倍率の推移
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※採用倍率は、採用見込数に対する受験者数を平成１８年度選考における実績数（全体：１０，３２１人、小学

校：３，２９２人）のまま推移すると仮定して算出している。 

※特別選考に関する採用数は採用倍率から除外している。 
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  また、東京都の教員の年齢構成分布は、５０歳代の教員数が全体の３割を超え、

極端に多く、３０歳代半ば以下の教員数が２割程度と少なく不均衡な状態となって

おり、人事管理面や学校運営面からも大きな課題となっている。このような状況で、

退職教員の後補充を、単に新規採用者で補うという現在の方式のままで拡大してい

くことは、年齢構成の不均衡を更に進めることとなり、この状況をいかに是正して

いくかが今後の採用選考における重要な課題となっている。 

 
公立学校統計調査：平成１７年５月１日現在 

東京都公立学校教員年齢分布
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１  採用倍率の低下と受験者の確保 

前述のとおり、今後１０年間は教員の大量退職が予想され、なかでも小学校教員

の退職は全体の約５割を占め、平成２０年度のおよそ１３００人をピークに、平成

１９年度から平成２８年度にわたって毎年１０００人規模の退職者が見込まれる。

また、小学校の児童数は、平成２２年度の約５７万人までは増加し、その後、緩や

かな減少傾向に転じ、平成２７年度には現在の水準に近い約５４万 5千人となり、
さらに減少していくことが推計されている。 
こうした退職者の増加と児童数の増加に伴い、小学校における採用見込数は、平
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成２０年度の１８００人程度をピークに、減少傾向を示すものの、平成２５年度ま

では毎年１０００人を超える教員が必要数として見込まれる。こうした採用見込数

の増加が予想される一方で、小学校の教員免許を取得できる課程を持つ大学は、全

国で１００大学程度と限られており、新卒の受験者数が飛躍的に伸びることは、期

待できない状況にある。 
このまま受験者数が横ばいの状況で推移すると、採用見込数の増加の影響を受け

て、採用倍率の低下がさらに進み、特に小学校の場合では、採用倍率が２倍程度の

状態が今後数年間は続くことになり、競争性の低下によって、優秀な人材の確保が

困難となってしまう懸念が生ずる。 

このような状況において、優秀な人材を確実に確保していくためには、一定の競

争倍率を維持し、高めていくことが重要であり、教員免許取得者の中から、いかに

多くの受験者を獲得していくかが大きな課題となっている。 
   
２ 優秀な教員の選考・確保 

大量退職の時期を迎え、採用数の増加が大幅に進む中で、教員の水準を維持しか

つ高めていくためには、より実践的指導力を発揮している優秀な人材を確実に確保

していくことが、これまで以上に求められている。 
特に、正規教員と同様に教壇に立っている臨時的任用教員や非常勤講師、また、

他道府県で現職の教員として一定の勤務実績を持っている者などは、その実践力を

活用していくことが、極めて確実かつ重要な対応となってくる。 
現在、都の公立学校においては、産休・育休代替教員として任用されている臨時

的任用教員や非常勤講師が、限られた任用期間ではあるが、教育活動に携わってい

る。この中には、優れた業績により学校長等から高い評価を受け、正規教員として

の採用を望まれる者もいる。しかし、現在の選考方法では、任用期間や任用時数に

一定の勤務実績を持った臨時的任用教員と非常勤講師を対象に、一次試験の択一試

験のみ免除している状況であり、このような教職経験・実績を採用選考に生かす工

夫が充分であるとは言いがたい。 
そこで、実際に学校現場で活動している様々な人材の実践力や教師としての適性

を評価し、正規教員として採用することができるシステムの確立が必要となってく

る。       
さらに、現在でも実施しているが、豊富な社会経験に裏打ちされた、実践的指導

力の発揮が期待できる社会人枠の拡大についても考慮する必要がある。 
また、教員としての意欲、情熱、適性や資質を備えた優秀な人材を確保するため

に、従来から人物重視の観点に立ち、個人面接では予め準備してきた学習指導案に

よる模擬授業を盛り込むとともに、対人関係や協調性を見極める集団活動面接では、

民間の人事担当管理職を面接委員に登用するなど、多面的かつ多角的な面接方法に

よる選考を実施している。しかし、受験者が受験対策を積んでいる傾向があり、面
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接時の回答がパターン化されてしまい、差が付きにくくなっていることや、面接に

おける評価方法・観点がわかりにくいという声が面接委員から寄せられている。 
このような状況で、いかに教員としての適性を見極める選考を実施できるかが人

材の確保に当たっての課題となっている。 
     
３ 合格者の確保 

東京都では、教員採用選考の結果を「名簿登載者」と「補欠者」に分け、４月１

日から翌年の３月３１日までを教員採用候補者としての有効期間としている。「名

簿登載者」は、４月１日付け採用を原則としている。一方、「補欠者」については、

主に、年度途中の欠員の補充や病気休職教員の補充に充てているが、このような事

由による教員の欠員数については、数の確定が困難なことから、結果として未採用

になる者が出てしまうことになる。 

  東京都のような補欠制度は他道府県には存在せず、こうした「補欠者」の不安定

な状態は、他道府県や民間企業等への流出を招く要因となっているばかりでなく、

一定の水準を持つと判断した「補欠者」の能力を十分活用しないことにも繋がり、

大きな損失である。 

  また、名簿登載者となっても、実際の内定の時期は他道府県に比べても遅く、こ

のことも他道府県や民間企業等に名簿登載者が流出する要因になっている。辞退者

の状況は、名簿登載者で１０％程度、補欠者で１６％程度にも達している。 

  こうしたことが、択一試験から面接試験や実技試験まで含めて多くの時間と労力

を費やして確保した人材について、その流出を招きやすくしてしまっており、シス

テムを改善し、合格者を確実に東京都の教員に確保していくことが重要となってく

る。 
 
４ 年齢構成の平準化 

   東京都公立学校教員の現在の年齢構成を見ると、いわゆる「団塊の世代」層を中

心に５０歳代の層が全体の３割を超える大きな比重を占めている一方で、３０代半

ば以下の層が２割程度と少なく、極めて不均衡な状態にあることは既に述べたとお

りである。 

特に小学校では、ピークの年齢層である４５歳から５５歳までの年齢で全体の４

割を超えている。３０歳代後半と４０歳代前半に年齢構成の谷間の層が存在し、２

０歳代の後半にも山があるという状況であり、年齢構成の平準化に向けたその是正

は、特に小学校において重要な課題となっている。 

  今後１０年以上に渡って、１０００人規模の退職者が続くことが想定される中で、

これからの採用をすべて現行どおりの選考方法で行い、必要数を新規採用で補って

いくとすれば、この不均衡な状況を一層加速してしまうことになる。 

そこで、新規採用者数を抑えるとともに、採用年齢の分散化を図り、谷間の年齢
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を埋めながら年齢構成の平準化を図っていくことが、人事管理上重要な課題となっ

てくる。 

 

 Ⅱ  課題解決に向けた今後の採用選考の方向性 

 
    ＜受験者数の拡大・優秀な人材の確保＞ 
 
採用見込数の急激な増加が見込まれる中で、教員の水準を維持し、かつ高めてい

くためには、受験者を確保し、一定の競争率を維持していくことが重要である。 

まず、受験者数を確保していくには、「東京都の教員」になることの魅力を、広

く全国にＰＲし、他道府県に所在する学生も含めて積極的に働きかけていく。更に、

幅広く受験者を集めるために、現在の一般選考３５歳未満、社会経験を持つもの４

０歳未満の受験年齢制限を緩和していく。なお、これらのＰＲ活動に当たっては、

３年次以下の学生をも対象とするなどできるだけ早い段階での働きかけも行って

いく必要がある。 

また、優秀な人材を確保するためには、一定の採用倍率を維持するだけではなく、

積極的に人材を発掘し、特別選考枠等を設けて採用していくことが重要である。そ

のためには、教職経験など、実際に学校現場で活躍している人材に目を向け、その

実践活動を評価することで、都教育委員会が求める教師像に沿う意欲ある人材を学

校現場から発掘していく必要がある。 
そして、教育活動には直接携わっていなくても、豊かで多様な社会経験に裏打ち

された実践的な指導力を学校現場で発揮したいと、教員を目指している人材にも目

を向け、様々な課題を抱えている学校運営に貢献できる人材を積極的に発掘してい

く必要がある。 

  また、優秀な人材を確実に東京都の教員に確保するために、「補欠者」制度を廃

止し、内定時期の早期化を図っていく必要がある。  

 

１ 受験者数の拡大 

(1) 大学生等への働きかけの強化・拡大 

    今後は、東京都内の大学はもとより、広く他道府県に所在する大学を含めた学

生等に対する働きかけを、積極的に実施していく。説明会を実施するにあたって

は、東京の魅力や東京都の教員の実情や実際に教壇に立っている教員の体験談な

ど、幅広い情報を提供しながら広く人材を求めていくことが重要である。 

    地方によっては、教員の採用倍率は相変わらず高いままの地域もあり、これら

の地域で積極的に説明会を開催するとともに、地方会場での採用選考についても

効果を見極め実施の検討を視野に入れていく必要がある。 

これまで、主として４年生を対象として説明会等を実施していたが、３年次以
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下の学生を中心に、教員を目指している学生はもとより、現在は将来の職業を決

めていない学生など、対象者を幅広く捉えた説明会を実施する必要がある。 

これらの広報 PR 活動にあたっては、ホームページの活用など様々な手法により、

効果的に「東京の教員の魅力」をアピールする働きかけをしていくことが重要で

ある。例えば、採用に関する情報を頻繁にホームページ上で提供することや、希

望者にはメールマガジンを活用するとともに、パンフレットの作成に当たっても、

現職教員の学校現場での活動の様子を紹介するなど工夫し、大学や教員養成の予

備校などに配布していくことを検討する必要がある。 

 

(2) 受験年齢制限の緩和 

  受験資格の年齢制限については、３５歳から５０歳未満の年齢層が全体の半数を

占めていた時期が続いてきたことから、年齢構成のバランスに配慮して、原則とし

ては比較的低い年齢制限を設定し、受験者が極端に少ない教科などについては、緩

和するなどの配慮をしてきたところである。 

しかしながら、現在の年齢構成は既に述べたとおり５０歳代の教員数が極端に多

い状況であり、これを今後、是正していくためには、年齢制限を緩和し、一般選考

については４０歳未満、社会経験を持つ者は４５歳未満とそれぞれ５歳程度引き上

げていくことが必要になってきている。また、東京都の正規教員経験者や現職の他

道府県の教員、都の臨時的任用教員や非常勤講師については、学校現場での実践経

験を有するものとして１０歳程度引き上げ、５０歳未満とすることも検討していく

必要がある。 

このことによって、教職経験を持つ人材や多様な社会経験を持つ優秀な人材を幅

広く確保することができるとともに、受験者数の拡大にも大きく寄与することがで

きる。 

         

２ 教職経験を重視した採用システムの確立 

  優秀な人材を確保するには、実際に、学校現場で正規の教員と共に教育活動に携

わっている臨時的任用教員や非常勤講師の中から、より実践的で教員としての適性

を有した業績の高い者を発掘していくことが、最も効果的な方法である。そして、

最も身近に勤務状況を把握できる学校長の評価を採用選考に反映し、校長の教員と

しての適性を見抜く力を採用システムに組み入れていくことで、更に確実な人材確

保が可能となる。 

都の臨時的任用教員として正規教員と同様に勤務している教員や、非常勤講師と

して実際に教壇に立ち教科を教えている教員、都の正規教員経験者や他道府県等で

教員の職にある者を対象として、教員経験を重視した採用システムとしていく。現

行でも、これらの教員に対する特例選考は実施しているが、臨時的任用教員や非常

勤講師については、学校長・区市町村教育委員会等の評価を採用選考の判断材料に
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加え、即戦力として正規教員に採用するための特別選考を実施するとともに、都の

正規教員経験者や他県等での教員の職にある者については、個人面接を重視した特

別選考を実施する。 

特に、臨時的任用教員については、その活用の範囲を現在の産休・育休代替教員

だけでなく、病気休職教員の代替教員や年度途中の欠員補充教員などに拡大してい

き、実際に教壇に立って、教員としての適性や実践能力を検証できる機会を増やし

ていくことが必要である。活用範囲の拡大に当たっては、「臨時的任用候補者」の

選考方法を見直し、正規教員の採用選考を受験した者の中から、一定の水準を持つ

者を「臨時的任用候補者名簿」として登録していくことにより、候補者名簿の信頼

性を高めることも重要である。 

なお、他道府県と連携し、その現職教員について、一定の勤務実績に裏打ちされ

た実践的な指導力を見極めるなどして、一定期間東京都の教員として採用する特別

選考を実施していくことも効果的である。 

      

３ 社会経験等を持つ優れた人材の確保 

  優秀な人材を確保するためには、教職経験ばかりでなく、社会経験を持つ人材の

中から幅広く発掘していくことも極めて重要である。 

教員免許を持ちながら、教員となることを断念して民間企業に勤めている人や、

子育ての時期を終えた層などの社会人が受験しやすいように選考方法を工夫する

とともに、ホームページでの広報はもとより、社会人を対象とした説明会を積極的

に展開し、働きかけを強化することで、もう一度、教員になりたいという意欲を呼

び起こしていくことが必要である。 

例えば、現行の社会人特別選考の経験年数５年について、現職で引き続く場合に

は３年程度にするなど受験者の拡大を図っていく必要がある。 

さらに、新卒者にあっても大学在学中のスポーツや文化活動、あるいは学校現場

等でのボランティア活動などを積極的に評価し、採用選考の判断材料のひとつに加

えることを検討していく。この際には、学校現場で活動する学生に対する評価の手

法を検討し、統一的な基準を設ける必要がある。 

また、東京教師養成塾生を対象とした特別選考との整合性を図りながら、現在実

施している大学推薦を見直し、大学の学長が資質や能力を見極め、東京都の教員と

して活躍が期待できる学生について推薦枠を設定する。その際には、学校現場での

教育実践・教育実習を高く評価されている学生については特に考慮していく必要が

ある。 

 

４ 人物重視の選考方法の充実 

今後、より質の高い教員を確保するためには、面接における評価方法・観点を一

層明確にするとともに、課題の提示方法を工夫することによって、受験者本来の資
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質・能力の見極めを確実に行っていく必要がある。例えば、面接委員に実際に教壇

に立っている現職教員としての主幹を活用することや、面接課題に実際に教育現場

で発生する事例を取り上げる場面指導を盛り込むことなどを検討する。 

さらに、面接委員に対するきめ細かな情報提供や事前のシミュレーション面接を

実施するなど、面接委員としてのスキルアップを図っていくことも必要である。 

 

５ 合格者の確実な確保 

   現状で触れたとおり、「補欠者」制度が優秀な人材の他道府県や民間企業等への

流出を招いている要因の一つとなっている。こうしたことから、補欠者制度を廃止

して適正な採用者数を設定することによって、できる限り早い段階で「合格者」と

して確定し、流出を防いでいく必要がある。 

さらに、補欠者制度は廃止するが、採用選考で一定の水準を持っていることを実

証している者については、「臨時的任用候補者名簿」に登録し、臨時的任用教員と

して実際に学校現場を経験できる機会を提供していく。 

この期間の実績の評価によっては、特別選考での採用が期待でき、これまでの補

欠者のイメージを払拭し、新たなモチベーションを付与していくことができる。    

また、「補欠者」制度と同様に、他道府県や民間企業等への流出を招いている原

因として、採用内定の時期が他道府県に比べ遅いことがあげられる。人事異動事務

を迅速化することによって、具体的な内定時期についてもできる限り早めていくこ

とを目指していく必要がある。内定時期の早期化により任用前にその学校で補助的

な教員として研修することも可能となる。こうしたことにより、東京都の合格者を

必ず東京都の教員として確保することができ、優秀な人材の流出を防いでいくこと

が可能となる。 

   

＜年齢構成の平準化＞ 

 

年齢構成の不均衡を是正するには、採用者数の急激な増加が見込まれる中で、で

きる限り新規採用者数を抑えて、谷間となっている年齢を埋めながら、年齢を分散

した採用選考を実施していくことが重要である。 

そのためには、受験年齢制限を緩和し、教職経験や社会経験をもつ人材を幅広く

確保するとともに、退職する教員を再任用教員として積極的に活用することや、臨

時的任用教員の活用範囲を拡大することによって、新規採用者数の抑制を進めてい

く必要がある。 

 

１ 教職経験や社会経験等を持つ人材の確保と受験年齢制限の緩和 

  教職経験を含め、多様な社会経験を評価していく採用システムをつくっていくこ

とは、優秀な人材を確保していくための方策として有効であることは、既に述べた
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とおりである。 

そして、このような多様な経験者層を受け入れるとともに、５０歳代の教員数が

多いという不均衡を是正していくためには、年齢制限を緩和していくことが、今こ

そ必要になってきている。 

このことにより、受験者数の拡大が期待できるとともに、谷間の年齢を埋めてい

く採用年齢の分散化に寄与することができる。 

 

２ 臨時的任用教員の活用範囲の拡大 

臨時的任用教員の活用範囲を拡大することによって、教員としての適性や実践的

指導力の検証ができる機会を増やすことができ、優秀な人材の確保に繋がるという

ことは前述したとおりであるが、この方策は、同時に採用時での多様な年齢層とな

って現れ、年齢の分散化に寄与することになる。 

また、臨時的任用教員の活用を一層図ることによって、新規採用数そのものを、

一定程度抑えていくことが可能となり、年齢構成の不均衡の是正につながることに

なる。 

 併せて、現在、制度としての運用はされていないが、大きく変動する新規採用数

に対処していくには、一定期間の任用である任期付教員の採用についても、今後検

討していく必要がある。 

 

３ 退職教員の活用 

  いわゆる団塊の世代を中心として、教員全体では、毎年２０００人を超える退職

者が１０年以上続くことが見込まれる中で、この退職者を再任用教員として積極的

に活用することは、新規採用者を抑制し、年齢構成の平準化を図るためにも、また

ベテラン教員の経験を有効に活用する上でも重要な方策である。 

特に、小学校においては、現状では退職者の増加により採用見込者数は増加して

いくが、平成２３年度以降には、児童数の減少により、緩やかに採用見込者数が減

少していくことが予想されている。このような状況で、新規採用者数を一定に保ち、

一定の競争倍率を確保していくためにも、任用期限が限定されている再任用職員の

活用は効果的である。 

しかしながら、現状では意欲や体力面での不安などから再任用の希望者は極めて

少なく、また必ずしも活用しやすい状況とはなっていない。フルタイム勤務の再任

用だけではなく、比較的希望者が見込まれる短時間勤務での再任用の活用拡大につ

いて、早急に見直しを進めていく必要がある。特に小学校における短時間勤務の再

任用の活用については、学級担任の課題もあり、より一層の工夫を検討していく必

要がある。配置においても、現任校以外での任用の検討や通勤時間を考慮するなど、

就労に配慮した活用を図り、再任用教員の確保、活用を進めていく必要がある。 
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第三章 教育管理職選考等のあり方について 

 
Ⅰ 教育管理職選考をめぐる現状と課題 

 
＜現行の教育管理職選考（Ａ・Ｂ）導入の意義＞ 
      現 行 制 度 導 入 意 義 
⑴選考系列の一本化 

・教頭選考と指導主事選考の二系列化 

・学校・行政間に人事交流なし 

 

 

・教育管理職選考（Ａ・Ｂ）に一本化 

・ジョブ・ローテーションによる学校・

行政間で人事交流の実施 

 

 

⑵受験機会の拡大 

・教頭選考：３７歳以上５０歳未満 

・指導主事選考：３４歳以上４５歳未満

 

・Ａ選考：３３歳以上４２歳未満 

・Ｂ選考：４４歳以上５６歳未満 

⑶選考方法及び内容の改善 

（一次試験） 

・教頭選考：論文２題 

・指導主事選考：論文３題 

 

（一次試験） 

・択一試験、論文試験、業績評価の導入

⑴選考系列の一本化 

 学校・行政間で人事交流を行うことに

より、教育現場と教育委員会の相互理解

を可能にする。 

＜学校現場で＞ 

・教育行政職場で企画・立案した施策の

浸透がスムーズに行われやすくする。 

＜行政職場で＞ 

・学校の慣例慣行にとらわれず幅広い視

野に立った問題解決能力の育成が可能 

⑵受験機会の拡大 

 教員の年齢構成に合わせ受験資格年

齢を大幅に延長する結果、５０歳代の教

員の受験機会を大幅に増やす。 

 

 

⑶選考方法及び内容の改善 

 択一試験に経営管理、教育に関する基

礎的法令及び時事問題を出題すること

によって、それぞれの分野に関する基礎

的知識の習得を図る。 

 業績評価の導入に伴い、成績主義の一

層の推進を図る。 
 
 教育管理職選考制度は上記導入意義を背景とし、平成１２年度に導入され、既に６

回選考が実施された。その間、学校職場・行政職場間で人事交流を行うことにより、

教育現場と教育委員会の相互理解を一層進めるなど、一定の成果を挙げている。しか

しながら、制度導入後５年以上経過する中で、以下に述べるような教育管理職選考を

めぐる現状があり、優秀な人材の確保・育成と教員の年齢構成の平準化といった大き

な２つの課題に直面している。 
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 １ 退職者数の増加 

   教育管理職の平成１７年度末現在の退職者数は、全校種合わせて２５０名程度

となっている。今後、退職者数は平成１９年度から２０年度にかけて４５０名程

度のピークを迎え、その後は逓減を続ける。平成１７年度の退職者数２５０名程

度に収束するのには１０年程度かかる見込みであり、現行のままでは将来の必要

管理職数の確保が困難になり、優秀な人材の確保・育成が大きな課題となってい

る。また、現在の管理職の年齢構成には山や谷があり、バランスを欠いている。

そのため、退職者数に合わせた管理職の補充を現行のＡ・Ｂ選考で行うと、現行

の年齢構成の山や谷がそのまま推移することになり、管理職の年齢構成の平準化

が大きな課題となる（資料１、資料１－２）。 
 
   （資料１）校種毎の教育管理職退職増加状況（数字はいずれも程度） 

校  種 １７年度末退職者 退職者のピーク年度 
小 学 校 １７４名 １９年度２９０名 
中 学 校      ５０名 ２０年度１５４名 
高 等 学 校      ２２名   ２５年度 ５６名 
盲ろう養護学校       ７名   ２３年度 １４名 
全 校 種 計     ２５３名   ２０年度４５７名 

  
（資料１－２）　　　教育管理職年齢分布（平成１８年３月３１日現在）
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２ 受験者数の推移 

   平成１２年度の教育管理職選考Ａは８３３名の受験者があったが、受験対象者

の減少や子育て世代の受験敬遠等に起因し、平成１７年度の受験者は１８８名に

留まり、トータル人数で６４５名の減、率では７７．４％の減となっている。 
   教育管理職選考Ｂは、選考年度により受験者数の増減があり、小学校を除いて

は微増傾向であるが、小学校の減少数は著しい。受験対象者のライフスタイルや

意識の変化に伴う教育管理職離れや子育て世代の受験敬遠、受験者の受験負担感

などが減少原因と考えられるが、小学校の現在の受験者数で推移すると、今後教

育管理職の大量退職時期を迎えるに当たり、必要管理職数の確保及び優秀な人材

の確保・育成が大きな課題となる（資料２、資料３、資料６）。 
 
  
（資料２）　Ａ選考受験者数の比較
校　　種 12年度有資格者 12年度受験者数 受験率 17年度有資格者 17年度受験者数 受験率 増減数 平均申込数
小 学 校 ６１８３名 ３４４名 5.6% ３６９９名 １０５名 2.8% ▲２３９名 約２２３名
中 学 校 ４４７７名 ２９７名 6.6% １９７８名 ３４名 1.7% ▲２６３名 約１４４名
高 等 学 校 ３１２７名 １５２名 4.9% １２８０名 ２８名 2.2% ▲１２４名 約 ７９名
盲ろう養護学校 １２１３名 ４０名 3.2% ８３８名 ２１名 2.5% ▲　１９名 約　３０名
合　　計 １５０００名 ８３３名 5.6% ７７９５名 １８８名 2.4% ▲６４５名 約４７６名

（資料３）　Ｂ選考受験者数の比較
校　　種 12年度有資格者 12年度受験者数 受験率 17年度有資格者 17年度受験者数 受験率 増減数 平均申込数
小 学 校 １１５２５名 ５２０名 4.5% ８９２０名 ２７５名 3.2% ▲２４５名 約３８４名
中 学 校 ４８５０名 ３７３名 7.7% ６２６６名 ４３３名 7.0% ６０名 約３８９名
高 等 学 校 ３７４４名 １５４名 4.1% ４４１１名 １５５名 3.5% １名 約１３６名
盲ろう養護学校 １０２４名 ３７名 3.6% １２８６名 ４６名 3.6% ９名 約　３５名
合　　計 ２１１４３名 １０８４名 5.1% ２０８８３名 ９０９名 4.4% ▲１７５名 約９４４名  
 

３ 合格倍率の低下 

   受験者数低迷の結果、Ａ選考の合格倍率も低下し、平成１２年度の合格者数１

０７名、合格倍率７．８倍に対し、平成１７年度選考は最終合格者数を８６名と

抑制しても合格倍率は２．２倍にとどまっている。 
Ｂ選考は年度により合格倍率の増減があるが、平成１７年度選考は平成１２年

度と比較すると校種別に見て、小学校及び中学校の合格倍率が低下している。特

に小学校の合格倍率は１．９倍と２倍を割っており、中学校においても１２．４

倍から４．３倍と減少傾向が顕著である。このような合格倍率の低下が続く中で

必要な管理職数を確保しようとすると、合格者の質の低下の懸念及び優秀な人材

の確保・育成が大きな課題となる（資料４、資料５、資料６）。 
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（資料４）Ａ選考の合格倍率の比較 

校  種 12年度合格者数 12年度合格倍率 17年度合格者数 17年度合格倍率 
小 学 校 ４７名 ７．３倍 ５２名 ２．０倍 
中 学 校 ３２名 ９．２倍 １９名 １．８倍 
高 等 学 校 ２５名     ６．１倍 ７名    ４．０倍 
盲ろう養護学校      ３名   １３．０倍 ８名    ２．３倍 
 合  計    １０７名    ７．８倍 ８６名    ２．２倍 

 
（資料５）Ｂ選考の合格倍率の比較 

校  種 12年度合格者数 12年度合格倍率 17年度合格者数 17年度合格倍率 
小 学 校 １６４名     ３．２倍 １４３名 １．９倍 
中 学 校 ３０名 １２．４倍 １００名 ４．3倍 
高 等 学 校 ３６名     ４．３倍 ２１名    ７．４倍 
盲ろう養護学校     １０名     ３．７倍 ７名    ６．６倍 
 合  計    ２４０名    ４．５倍 ２７１名    ３．４倍 
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833 107 7.8

小学校 520 164 3.2

中学校 373 30 12.4

高等学校 154 36 4.3

盲･ろう･養護学校 37 10 3.7

Ｂ選考合計 1,084 240 4.5

1,917 347 5.5

655 128 5.1

小学校 453 137 3.3

中学校 363 40 9.1

高等学校 131 35 3.7

盲･ろう･養護学校 32 8 4.0

Ｂ選考合計 979 220 4.5

1,634 348 4.7

531 125 4.2

小学校 414 181 2.3

中学校 376 41 9.2

高等学校 126 36 3.5

盲･ろう･養護学校 31 8 3.9

Ｂ選考合計 947 266 3.6

1,478 391 3.8

390 130 3.0

小学校 344 156 2.2

中学校 377 30 12.6

高等学校 119 24 5.0

盲･ろう･養護学校 30 6 5.0

Ｂ選考合計 870 216 4.0

1,260 346 3.6

258 108 2.4

小学校 297 125 2.4

中学校 410 39 10.5

高等学校 129 10 12.9

盲･ろう･養護学校 35 5 7.0

Ｂ選考合計 871 179 4.9

1,129 287 3.9

188 86 2.2

小学校 275 143 1.9

中学校 433 100 4.3

高等学校 155 21 7.4

盲･ろう･養護学校 46 7 6.6

Ｂ選考合計 909 271 3.4

1,097 357 3.1

最終合格
者数　Ｂ

倍率（程度）
A/B(倍)

平
成
17
年
度

Ａ　　選　　考

Ｂ
選
考

Ａ・Ｂ選考合計

年度 選　考　種　別
受験者数
Ａ

最終合格
者数　Ｂ

倍率
A/B(倍)

平
成
16
年
度

Ａ　　選　　考

Ｂ
選
考

Ａ・Ｂ選考合計

年度 選　考　種　別
受験者数
Ａ

Ａ・Ｂ選考合計

Ｂ
選
考

Ａ　　選　　考

Ａ　　選　　考

Ｂ
選
考

Ａ・Ｂ選考合計

選　考　種　別

Ａ・Ｂ選考合計

選　考　種　別

選　考　種　別
受験者数
Ａ

受験者数
Ａ

最終合格
者数　Ｂ

Ａ・Ｂ選考合計

倍率
A/B(倍)

倍率
A/B(倍)

受験者数
Ａ

最終合格
者数　Ｂ

年度

平
成
15
年
度

（資料６）　教育管理職選考受験・合格状況

Ｂ
選
考

受験者数
Ａ

最終合格
者数　Ｂ

倍率
A/B(倍)

平
成
12
年
度

倍率
A/B(倍)

最終合格
者数　Ｂ

年度 選　考　種　別

Ａ　　選　　考

平
成
14
年
度

年度

平
成
13
年
度

年度

Ａ　　選　　考

Ｂ
選
考
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４ 受験対象除外年齢の存在 

   現行制度では、Ｂ選考合格者の管理職への任用がＡ選考合格者の管理職への任

用より早まることを避けるため、４２歳、４３歳の教員をＡ選考、Ｂ選考とも受

験対象者としていない。この結果、豊かな能力・経験等を有する年齢層である教

員が受験できず、人材の有効活用といった面からも志気の低下の懸念といった面

からも課題となっている。学校現場での活躍が期待できる、４２歳、４３歳の年

齢層からの優秀な人材の確保・育成が課題となる（資料７）。 
 
 （資料７）４２歳・４３歳教諭の在職数（平成１８年３月３１日現在見込） 

       ４２歳 ４３歳 
教諭(含 養護教諭) 教諭（含 養護教諭） 

小 学 校 ６５５名 小 学 校 ６６９名 
中 学 校 ４５３名 中 学 校 ５９８名 
高 等 学 校 ３９６名 高 等 学 校 ４４３名 

 

盲ろう養護学校    １８７名 

 

盲ろう養護学校 １６８名 
    合   計 １６９１名    合   計 １８７８名 

  
５ 人材の発掘・育成の連携システムの構築 

   県費負担教員の任命権は東京都教育委員会にあるが、教員の服務監督や人事は

学校設置者である区市町村の教育委員会に属している。両委員会は教育管理職や

主幹職の人材の発掘・育成及びジョブ・ローテーションの円滑な実施等において、

それぞれの役割分担に基づき、相互に協力・補完すべき立場にある。しかしなが

ら、相互の役割分担の中で、区市町村教育委員会が、人材の発掘や育成、任用な

どに必ずしも十分な責任を発揮しうるシステムとなっていない。こうした点も管

理職選考や主幹職選考の受験者の低迷に影響を与えていることが考えられる。 
 中央教育審議会で人事権の委譲が議論されている中で、人材の発掘や育成とい

った点で、より区市町村が主体性を発揮しうるよう、相互に連携しながら優秀な

教員を発掘、指導・育成するシステムを構築していくことが重要となっている。 
 
Ⅱ 課題解決に向けた今後の方向性 

 
＜受験者数の拡大、優秀な人材の確保・育成＞  

 
 大量退職者の発生に伴い、優秀な人材の確保・育成を図るため、受験対象者の拡大

及び校種間交流の促進を推進する。また、受験者数の低迷及びそれに伴う合格倍率の

低下を是正し、受験者数の拡大を図るため、選考方法の一部見直し、Ａ選考合格者の

ローテーションによる指導主事任用の更なる促進、教育委員会間の人材の発掘・育成
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システムの一層の連携推進等について検討を行う必要がある。 
 
１ 受験対象年齢者の拡大 

   平成１２年度から実施されている現行の教育管理職選考におけるＢ選考の合

格者は、既に副校長への昇任者を多く輩出しており、学校現場で教育管理職とし

て活躍している。一方、Ａ選考合格者は、ジョブ・ローテーションの４年間の経

過期間中ということで、平成１７年４月に初めて８５名が副校長に昇任した。 
また、多くのＡ選考合格者が学校現場と教育行政職場をジョブ・ローテーショ

ンしているため、学校教育現場と教育委員会との相互理解という点で改善が進み

つつある。学校現場から行政職場に異動した教員は学校の慣例・慣行等にとらわ

れずに、幅広い視野に立って問題解決を図る能力が培われている。逆に行政職場

から学校現場に異動した教員は教育行政職場で企画・立案した施策の意義や背景

を十分に理解し、学校現場へのスムーズな浸透を図るうえで大いに貢献している。

このように学校現場、教育行政現場といった２系列に分かれていた従来の任用系

列を一本化し、両職場の相互理解を深めた現行の教育管理職選考Ａ・Ｂ制度の存

在意義は大きい。 
   こうしたことから、今後も現行の教育管理職選考Ａ・Ｂ制度の大枠を維持する

ことを前提とし、現在受験資格の無い４２歳、４３歳の教員を、新たにＡ選考の

受験対象者に加える方向で検討する必要がある。これにより、Ａ選考の受験対象

者及び受験申込者の増加、該当年齢教員の志気向上及び能力・経験等の活用を図

る。 
 
２ 受験しやすい選考方法の促進 

   日常の業務に真剣に取り組み、優れた成果を挙げている教員ほど管理職選考の

受験に過度の負担を感じ、受験を敬遠している可能性がある。そのため、管理職

選考受験に過度の負担を感じず、少しでも受験しやすいように受験環境の整備を

行う必要がある。また、管理職への意欲の高い教員を確実に確保し、教員の優れ

た職務成果を任用に的確に反映するため、一層の能力・業績主義を推進する。現

在前年度の業績評価を選考の判定基準としているが、これを改め、当該年度の業

績評価を含めた３ヵ年程度の業績評価を選考の判定基準とする必要がある。 
   この能力・業績主義を一層推進するとともに、受験者の負担軽減を図る方向で

Ａ・Ｂ選考の一次試験の見直しを実施する。また、選考の際に免除した能力の実

証については、ジョブ・ローテーションの中で確実に身に付けさせるよう研修制

度を充実させるとともに、その研修効果を検証する制度の導入により、能力の実

証を行う。但し、受験者の負担軽減を伴う選考方法を実施することによる、合格

者の質低下の防止といった点も併せて検討を行う必要がある。 
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３ 指導主事任用の明確化に伴うＡ選考受験の促進 

   現行の管理職選考Ａ・Ｂ制度の大枠を維持することを前提に、現行ジョブ・ロ

ーテーションの大枠についても引き続き維持をする。Ａ選考合格者は、教育行政

職場とのジョブ・ローテーションにより、教育施策の意義や背景を十分に理解し

たうえで、学校現場への施策等のスムーズな浸透に貢献しており、行政感覚にも

優れた教育ゼネラリスト的な管理職の育成といった制度導入当初の意義はほぼ

達成されている。Ｂ選考合格者も、学校基幹要員である主幹として、学校間での

ジョブ・ローテーション等を踏まえ、担当校務を監督するとともに管理職を補佐

しながら学校運営の中核を担っており、学校運営のスペシャリスト的な管理職の

育成といった制度導入当初の意義はほぼ達成されている。 
   今後は、Ａ選考合格者の教育ゼネラリスト的な管理職の育成といったねらいを

より徹底するため、Ａ選考合格者の指導主事への任用をさらに促進する。Ａ選考

の合格倍率の著しい低下が続く中、ジョブ・ローテーションの中で指導主事任用

をより明確化することにより、Ａ選考への受験意欲の向上を図っていく必要があ

る。指導主事任用を中心とするＡ選考合格者の必要数は、必要管理職数や他の選

考の合格者数を踏まえつつ検討する必要がある。 
 
４ 管理職需給状況の格差を是正するための校種間交流の促進 

   教育管理職の任用状況は、今後の教育管理職の大量退職時期を間近に控え、校

種によって需給状況に格差がある。そのため、比較的需給状況に余裕のある中学

校から需給状況の逼迫している小学校への教育管理職の異動が校種間交流とい

う形で行われている。平成１７年４月１日付人事異動では、中学校から小学校へ

の異動１０名、高等学校から盲・ろう・養護学校への異動８名を中心に全体で２

８名の教育管理職の校種間交流が行われた。 
今後も退職者数の増加に伴う校種毎の管理職需給状況の格差を是正するとと

もに、校種間の連携や視野の広い教育管理職の育成を図る意味からも、Ｂ選考の

校種ごとに行っている選考区分の見直しの検討や校種間人事異動などを通じて、

教育管理職の不足が見込まれる校種（主に小学校）への交流を促進していく必要

がある。 
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５ 人材の発掘・育成システムの確立に向けた連携の推進 

～教育管理職選考Ｃ＜仮称＞の新設～ 

   区市町村教育委員会は、学校設置者として教員・管理職候補者・管理職の各ス

テージにおいて、自地区内に配置された教員を指導・育成する立場に置かれてい

る。一方、東京都教育委員会も教員の任命権者として、また東京都全体の広域教

育行政を円滑に推進する立場から、区市町村教育委員会と相互に連携しながら

様々な施策を推進すべき立場にある。 
今後は、教育管理職選考の受験者及び主幹級職選考の受験者の発掘・育成など

で、区市町村教育委員会がより主体性を発揮しうるよう、東京都教育委員会と相

互に連携しながら優秀な教員を発掘、指導・育成、任用するシステムを構築して

いく必要がある。この考えに立ち、管理職選考では、一定年数の主幹経験を積ん

だベテラン教員を対象とした教育管理職選考Ｃ＜仮称＞（以下、「Ｃ選考」とい

う。）を新設する。Ｃ選考の受験対象者は校長又は区市町村教育委員会の指名・

推薦により選抜し、合格者は教育管理職として自地区内任用を原則とすることを

検討していく必要がある。 
 
＜教育管理職の年齢構成の平準化＞ 

  
大量退職する校長・副校長の後任者補充の問題や活用といった問題を克服し、教育

管理職の年齢構成の平準化を図っていくため、管理職選考Ｃの新設や再任用教員等の

活用策を検討する必要がある。 
 
１ 新たな選考方法の導入 

～教育管理職選考Ｃ＜仮称＞の新設～ 

   ２年後から始まる教育管理職の大量退職が続く中で、退職者数に合わせた管理

職の補充を現行のＡ・Ｂ選考の受験者で行おうとすると、現在の教育管理職の年

齢構成のアンバランスがそのまま推移することになり、将来の年齢構成の平準化

には繋がらない。従って、従来のＡ・Ｂ選考により若手・中堅教員を管理職とし

て引き続き登用するとともに、ベテラン主幹を活用する新たな管理職選考を導入

し、即戦力としての早期の活用と併せて、教育管理職の年齢構成の平準化を図っ

ていく。 
   そのため一定の主幹歴や受験年齢等を十分に考慮し、経験豊かなベテラン教員

を対象としたＣ選考としていく（資料８）。選考方法は、複数年度の業績評価を

基に校長又は区市町村教育委員会が即戦力の管理職として責任を持って指名・推

薦した教員を対象に面接を実施する。但し、Ｃ選考の導入にあたっては、Ａ・Ｂ

選考合格者の育成方針に対するＣ選考合格者の育成方針の明確化や主幹経験年

数の経過措置の必要性といった点も併せて検討を行う必要がある。 
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２ 再任用教員等の活用 

   教育管理職の大量退職が始まると、多くの優秀な校長・副校長も退職すること

になる。退職者数に合わせた管理職の補充を現行のＡ・Ｂ選考の受験者で行おう

とすると、現行の受験年齢の層が年齢構成の山としてそのまま推移することにな

り、将来の年齢構成の平準化に繋がらないことは前述のとおりである。そこで、

大量退職が続く当分の間、優秀な教育管理職を、退職後もフルタイムの再任用教

員等として校長・副校長に活用することにより、任用数を抑え、年齢構成の平準

化を促進していく。 
同時に、彼らの豊富な経験に基づく学校経営能力を引き続き活用するとともに、

新任校長等に学校経営の能力を伝授する機会を設けることも可能になる。また、

再任用等への途を開くことによって、現役在職中の管理職自身のモチベーション

を高めることにも貢献できる。 
   今後は、学校の置かれている現状、抱えている課題及び課題解決策の推進状況

等に応じて、校長・副校長職への再任用教員等の活用について検討していく必要

がある。但し、再任用等を行う期間や若手校長・副校長との登用数のバランスを

確保するといった点も併せて検討を行う必要がある。 
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 （資料８）教育管理職選考等の改正の方向性イメージ 
23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60

昇任

昇任

昇任

研修 昇任

研修 （校長歴３年以上）

研修 （校長歴６年以上）

教
育
管
理
職
選
考
等
（

検
討
案
）

Ａ管理職候補者期間４年

Ｂ候補期間

Ａ管理職候補者３年

管理職Ａ選考（都教職歴７年以上
３３歳以上４２歳未満）

管理職Ｂ選考（都教職歴１４年以上
４４歳以上５４歳未満)

主幹選考（都教職歴１０年以上３８歳以上５８歳未満）＜校種ごとの選考＞

校長職候補者選考（都教育管理職歴３年以上満５８歳未満）

管理職Ｃ選考（主幹職
５年以上５０歳以上
５４歳未満）

Ａ選考
延長期間

受験資格発生

受験
資格
発生

合格後

１８年度主幹歴３年以上の経過措置

年齢引き
上げ部分

２　級　職

２級職分化のイメージ

合格後

受験資格発生

合格後

合格後

合格後

受験資格発生

合格後

管理職昇任 管理職昇任

東京教師道場

授業力リーダー候補者

年齢引き
下げ部分

２級職の分化の検討を
踏まえて再度検討

授業力リーダー等

年齢引き
下げ部分

１９年度から実施

２級職の分化

主幹級職選考＜指名・推薦による選考＞

主幹級職歴５年以上

主幹歴３年以上

Ａ選考受験者の拡大（４２，４３歳）
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第四章 指導主事制度について 

 

Ⅰ 指導主事をめぐる現状と課題 

  
  現在の指導主事の任用は、平成１２年度に導入された教育管理職Ａ選考合格者の

ジョブ・ローテーションの一環として行われている。その間、学校・行政職場間で

人事交流を行うことにより、教育現場と教育委員会の相互理解を可能にするなど、

一定の成果を挙げている。しかしながら、指導主事への指導力の期待が益々高まる

中で、ジョブ・ローテーションに伴う指導主事在職期間の短縮化及び指導主事以外

への任用の可能性に伴う意識の変化等、指導主事を取り巻く環境は大きく変化して

いる。 
 
１ 指導主事の意識及び指導力の向上 

  ⑴ 指導力 

 ジョブ・ローテーションの一環として指導主事に任用された結果、学校現場

と教育行政職場の両方を経験し、視野の広い教育ゼネラリスト的な管理職を育

成するという、ジョブ・ローテーションの制度は効果を挙げている一方、指導

主事としての在職年数の短縮化傾向が進んだ。そのため、職務に対する経験不

足等も相まって、教員の資質・能力の向上について指導的立場にあることから、

特定の教科等について求められる高い指導・専門性や、学校の教育活動全般に

対する指導・助言力が必ずしも十分ではないなどと指摘される状況がある。そ

の結果、校内研修の指導・助言や校内諸課題の支援者としての機能が、十分に

果たされていないとの指摘も学校現場からあがっており、指導主事の指導力へ

の期待が益々高まる中で、指導主事一人ひとりの指導力の向上が大きな課題と

なっている。 
 

   ⑵ 職務意欲 

学校教育現場と教育行政職場の交流を目的とした現行のジョブ・ローテーシ

ョンが制度化された結果、Ａ選考合格者は学校現場である主幹職、教育行政職

場である指導主事、その他行政職場等である長期社会体験研修生の３つの職務

を経験できるようになった。中でも教育行政全般に携われる指導主事の職務に

従事することが、Ａ選考合格者のジョブ・ローテーションの一環であるため、

Ａ選考受験者の多くが指導主事の職務を希望している。しかしながら、１２Ａ

選考合格者を例に取ると、ジョブ・ローテーション期間中に指導主事に任用さ

れない教員が１／４程度存在している。その結果、指導主事任用への不透明感

の中で教員の職務意欲にも影響を及ぼす懸念も生じている。 
また、指導主事に任用された教員の意識の中にも、指導主事はあくまでもジ
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ョブ・ローテーションの一環であるとして、その結果、仕事等に行き詰まると

指導主事の職務に固執せず、主幹職への異動希望や管理職候補者からの降任を

希望するなど職務意識の変化が見られる。 
 

   ⑶ 指導・育成 
    指導主事は豊富な職務経験等に基づき、教員の資質・能力の向上に対する指

導的立場にあり、学校の教育活動全般についての指導・助言力が要求される。

しかしながら、指導主事に任用される管理職候補者は、将来の教育管理職とし

ての学校経営能力や職員の人事管理能力等について管理職候補者研修を受けて

いるが、教育課程や教育課題への対応といった点で高い指導・専門性を養うよ

うな専門研修を受けることが必ずしも十分ではない。そうしたことも、校内研

修の指導・助言や校内諸課題の支援者としての機能が、十分に果たされていな

いとの指摘に繋がっている。 

    今後は、教育課程や教育課題への対応といった点で高い指導・専門性を発揮

できる教員の受験を促進するとともに、ジョブ・ローテーション期間中の育成

方法のあり方や研修等により、教育課程や教育課題への対応といった点で高い

指導力・専門性を持たせることが課題となる。 

 
２ 処遇 

   主幹級の指導主事には、「教育職員の給与等に関する特別措置法」及び「教育

職員の給与等に関する特別措置に関する条例」により教職調整額が支給されるが、

時間外勤務に対する超過勤務手当は支給されない。指導主事の職務の現状に対し、

指導主事の時間外勤務に対する負担感が強く、一部指導主事の士気の減退、ひい

ては指導主事を目指そうとするＡ選考受験者の減少に繋がっているとの指摘が

ある。こうしたことから、優秀な指導主事の確保・育成及び指導主事としての職

務遂行意欲の維持・向上に資するための処遇のあり方が課題となる。 
 
Ⅱ 課題解決に向けた今後の方向性 

   
  指導主事の指導力の低下の指摘、ジョブ・ローテーションによる指導主事任用に

対する不透明感や給与上の処遇といった問題を解決し、優秀な指導主事を確保・育

成していく必要がある。そのため、Ａジョブ・ローテーション期間中の指導主事任

用の促進及びジョブ・ローテーション以外からの指導主事任用を検討する。さらに

昇任時の学校現場への異動のルール化、指導主事としての研修・育成方法のあり方、

処遇のあり方等を今後検討する必要がある。 
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１ 指導主事の意識及び指導力の向上 

 ⑴ 多様な人材の発掘 

    Ａ選考合格者の指導主事任用は、行政感覚にも優れた教育ゼネラリスト的な
管理職の育成を目的としたジョブ・ローテーションの一環として行われている。

しかしながら、必ずしも指導主事としての資質・能力の向上及び学校の教育活

動全般に対する指導・助言力が期待できるとは限らない。 
今後は教員の資質・能力の向上について指導的立場にあり、学校の教育活動

全般に対する指導・助言力を持つ教員の能力を生かすため、Ａ選考合格者のジ

ョブ・ローテーション以外からの指導主事任用を検討する必要がある。この考

えに立ち、平成１８年度から実施する東京教師道場における研修を修了した「授

業力リーダー」や「研究員・研究生」経験者等の中から適任者の指導主事への

任用について検討を行う。また、Ｂ選考合格者の中でも、適性等を十分配慮し

つつ指導主事へ任用することを検討する。さらに、区市等の教育研究会等との

連携による人材発掘についても検討を行っていく必要がある。 

 
  ⑵ 指導力の向上と学校現場との交流の促進 

  Ａ選考合格者は、教育行政職場とのジョブ・ローテーションにより、教育行

政職場で企画・立案した施策の意義や背景を十分に理解したうえで、学校現場

への施策等のスムーズな浸透に貢献しており、行政感覚にも優れた教育ゼネラ

リスト的な管理職の育成といった制度導入当初の意義はほぼ達成されている。 
今後は、Ａ選考合格者の教育ゼネラリスト的な管理職の育成といったねらい

をさらに徹底するため、Ａ選考合格者の指導主事への任用を今まで以上に促進

し、Ａ選考受験者や合格者の意欲の向上を図っていく必要がある。一方、指導

主事が副校長級に、統括指導主事が校長級に昇任する際は、副校長又は校長と

して学校現場に異動することをより徹底し、学校教育現場と教育行政職場の交

流を一層推進する必要がある。 
    
  ⑶ 指導・育成の強化 

指導主事としての資質・能力の向上及び教育課程や教育課題への対応といっ

た点での高い指導力・専門性の向上は、教員としての一歩を踏み出した初任者の

時から退職するその日まで、教員としての全期間を通じてあらゆる機会を捉えて

指導・育成すべきことである。具体的には初任者研修から日々の授業研究、２・

３年次授業研究の活用等、教員としてのあらゆる機会を活用するべきである。 
しかしながら、教員の資質・能力の向上について指導的立場にあり、特定の教

科等についての高い指導力・専門性や学校の教育活動全般に対する指導・助言力

を持つ指導主事を育成するためには、指導・育成体制の強化が必要である。この

考えに立ち、東京教師道場における研修等を活用した体系的な指導・育成のあり
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方を、教職員研修センターと連携しながら検討していく必要がある。 

    

２ 処遇のあり方 

   行政系職員の時間外勤務には、超過勤務手当を支給している。しかし、教員の

職務は教員自身の創意と自発性に期待する部分が多く、勤務全般にわたって行政

系職員のような勤務時間管理を行うことが必ずしも適当でない側面がある。こう

したことから、教員の勤務を勤務時間の内外を問わず包括的に評価し、措置して

いるのが教職調整額である。指導主事にはこの教職調整額が支給されているため、

超過勤務手当が支給されていない。 
今後は勤務の実態に即した処遇のあり方について、教職調整額の支給と教員の

超勤４項目制限との関係整理を踏まえつつ検討していく必要がある。 
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第五章 主幹級職制度について 

 

Ⅰ 主幹級職をめぐる現状と課題 

 

  東京都教育委員会は、学力向上や不登校をはじめとした学校における様々な教育

課題を迅速、的確に解決し、保護者や地域のニーズに積極的に対応していくために、

学校運営組織に新たな職「主幹」を設置し、平成１５年度から各学校に順次配置し

ている。主幹は、校長・副校長（教頭）を補佐するとともに、教諭等を指導、監督

する職責を担い、その配置により学校を組織的に機能させることを目的としている。 

  このような主幹の配置により、学校運営組織を充実させる都の取組みは、国及び

他道府県等の注目するところであり、類似の制度導入に向けた動きが全国的に加速

しつつあるなどその意義は極めて大きい。 

  また学校教育に対する期待や課題が、より一層多様化し複雑化している今日にお

いて、学校運営組織における主幹の果たす役割は重要性を増している。しかし、導

入後３年目を迎え制度の定着が図られる一方で、その課題も明らかになってきてい

る。 

 

１ 主幹配置の現状 

 主幹については、教務主任、生活指導主任、進路指導主任、学年主任、学部

主任という主任を兼務することとしており、学校種別ごとに１人から７人の主

幹が各学校に配置されることとなっている。 

 実際には、小学校及び中学校については、主幹制導入直後の平成１５年度か

ら平成１９年度までの５年間、高等学校及び盲・ろう・養護学校については、

平成２１年度までの７年間の配置計画を作成し、順次配置を行っている。 

 現状では、都内公立学校において６，０６６人の配置予定数に対して、 

３，４２６人の配置数となっており、約５６．５％の充足率にとどまっている

（資料１）。現在配置されている主幹のうち、今後、退職及び管理職へ昇任し

ていく減要素を考慮すると、計画に対して確保していかなければならない主幹

の数はさらに多くなる。 

 このように主幹の配置計画は、次に述べる選考受験者数の減少ともあいまっ

て、その達成が非常に厳しい状況となっている。配置計画の完成が当初計画ど

おり図れない場合には、主幹を設置することにより、学校運営組織に当初期待

していた効果が十分に発揮されない事態を招きかねない。 

 

２ 選考受験者数の減少 

 平成１４年度以降の主幹級職選考では、受験者数、倍率ともに低下しており、
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制度導入時の倍率の高さを考慮しても年々大きく減少している（資料２）。 

 学校現場からは、主幹を受験しない理由として、①主幹への昇任時に他校へ

異動すること、②自校などの主幹をみて、多忙そうであること、③自分自身に

自信がないこと、④子育てなど家庭の事情があること、⑤管理職選考へ繋がっ

ているような印象があることなどが挙げられている。また、受験を勧めるにあ

たっては、①昇任時に該当教員が異動してしまうと、後任者が分からず、学校

経営に不安な要素があること、②自校（自地区）で育成した人材が他校（他地

区）へ異動してしまうこと、③主任のままでも十分な処遇である、と考えてい

ることなどが挙げられている。 

 このような声に対応し、主幹昇任する時には必ず異動することの緩和や必要

度が高い学校には早期に主幹を複数配置することなどは既に取り組んでいると

ころである。  

 学校から主幹の早期配置を求める声は大きいが、主幹受験年齢層である３０

歳代後半の教員数が今後減少する見込みであること、これに伴い受験倍率が低

下していることなどを考慮すると、計画的にまた早期に優秀な人材を確保・育

成し、学校に配置するための抜本的対策を講じることが課題となっている。 

 

３ 主幹の職に関する課題 

(1) 処遇についての課題 

 現在、主幹は新たな職級として給料表上は、「特２級」に位置づけられて

いる。また、主幹は主任を兼務しているため、勤務実績に応じ「教育業務連

絡指導手当」（いわゆる主任手当）が支給されている。 

 しかし、学校における主幹の多忙感が言われ、それが選考受験を躊躇させ

る要因の一つとなっているという声を踏まえて、給与面や時間面を含めた主

幹の処遇について、改善の余地がないか検討を行う必要がある。 

 

(2) 主任兼務についての課題 

 学校を組織的に機能させることを期した主幹制度において、主幹の兼務す

る主任については、学校運営全体にかかわる主要な主任に限定されている。

小学校では教務主任兼務の主幹（教務主幹）と生活指導主任兼務の主幹（生

活指導主幹）の２人の主幹を配置する計画であり、中学校ではこれに進路指

導主任兼務の主幹（進路指導主幹）を加え、３人の主幹を配置する計画であ

る。高等学校と異なり、学年主任兼務の主幹（学年主幹）は配置せず、主任

で対応することとしている（資料３)。 

 こうした主任兼務のあり方については、学校などからの要望も踏まえ、配

置計画の達成状況等を勘案しながら、全体的に検討を進めていく必要がある。 
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（資料１）主幹配置計画（平成１７年度現在） 

○導入初年度(平成１５年度)は、各学校に主幹を１名配置する。 

○小学校・中学校は、１６年度から１９年度まで、平均的に配置する。 

○高等学校・盲ろう養護学校は、１６年度から２１年度まで、平均的に配置する。 

※平成１８年度の新規配置必要人数 １，１３９名 

（小学校５８２名、中学校３７２名、高等学校１５６名、盲・ろう・養護学校２９名） 
                                                       （単位：人） 

 
15 年 

校数 

15 年 

実数 

16 年

校数

16 年 

実数 

増

加 

17 年

校数

17 年

実数

増

加

未配

置数
18年 19 年 20 年 21 年 22年 

必要

数 

備

考
－ 計  

１校当たり

配置数 
1   2     2    1～2 2      

小
学
校 年度別新規

配置数 
1344 1149 1342 1417 268 1331 1497 80 1165 582 583      

2662 

２

名

配

置

小 582

１校当たり

配置数 
１   3     3    2～3 3      

中
学
校 年度別新規

配置数 
651 735 650 1054 319 644 1188 134 744 372 372      

1932 

３

名

配

置

中 372

954

１校当たり

配置数 
１   6     6 3～4 4～5 5～6 6   高

校(

全)
 年度別新規

配置数 
199 348 193 468 120 193 156 156 156 156   

1080 

６

名

配

置

１校当たり

配置数 
１   1     1 1 1 1 1   高

校(

定)
 年度別新規

配置数 
91 37 90 41 4 90       

55 

１

名

配

置

１校当たり

配置数 
１   7     7 3～4 4～5 5～6 6～7   

昼
夜
間
定
時
制 

年度別新規

配置数 
3 3 4 17 14 7 

588 62 624

      

77 

７

名

配

置

高 156

１校当たり

配置数 
１   3-5     3-5    2～3 3～4 3～5 3～5   盲

・
ろ
う
・
養 

年度別新規

配置数 
61 91 61 128 37 61 153 25 107 29 26 26 26   

260 

３

～

５

名

配

置

養 29

185

計 2349 2363 2340 3125 762 2326 3426 301 2640 1139 1137 182 182    6066  －

                 

計 1139 1139
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（資料２）主幹級職選考合格者数等の推移（平成１４年度～平成１７年度） 
年度 区分 受験者数Ａ 合格者数Ｂ 倍率Ａ/Ｂ 

区分Ⅰ 1,078 777 1.4 倍 

小学校 531 441 1.2 倍 

中学校 401 324 1.2 倍 

高等学校 206 165 1.2 倍 

盲・ろう・養護学校 42 30 1.4 倍 

区分

Ⅱ 

計 1,180 960 1.2 倍 

平

成

14

年

度 

合計 2,258 1,737 1.3 倍 

区分Ⅰ 721 584 1.2 倍 

小学校 265 214 1.2 倍 

中学校 216 176 1.2 倍 

高等学校 128 99 1.3 倍 

盲・ろう・養護学校 26 18 1.4 倍 

区分

Ⅱ 

計 635 507 1.3 倍 

平

成

15

年

度 

合計 1,356 1,091 1.2 倍 

区分Ⅰ 378 329 1.1 倍 

小学校 134 113 1.2 倍 

中学校 124 103 1.2 倍 

高等学校 72 63 1.1 倍 

盲・ろう・養護学校 19 17 1.1 倍 

区分

Ⅱ 

計 349 296 1.2 倍 

平

成

16

年

度 

合計 727 625 1.2 倍 

区分Ⅰ 355 332 1.1 倍 

小学校 147 130 1.1 倍 

中学校 123 110 1.1 倍 

高等学校 91 81 1.1 倍 

盲・ろう・養護学校 28 27 1.0 倍 

区分

Ⅱ 

計 389 348 1.1 倍 

平

成

17

年

度 

合計 744 680 1.1 倍 

 

 

（資料3）主幹が兼務する主任及び担当する校務 
校種 主幹数 兼務する主任 担当する校務 

教務主任 教務・総務・図書・研究 
小学校 2 

生活指導主任 生活指導・保健 

教務主任 教務・総務・研究 

生活指導主任 生活指導・保健 中学校 3 

進路指導主任 進路指導・図書 

教務主任 総務・教務・研究 

生活指導主任 生活指導・保健 

進路指導主任 進路指導・図書に関する事項 
高校(全日制) 6 

学年主任 各学年に関する校務全般 

高校(定時制) 1 教務主任 校務全般(人事・服務等の管理に関することを除く。)

教務主任 教務・総務・研究・図書に関する事項 

生活指導主任 生活指導・保健・進路指導に関する事項 
盲・ろう・養護学校

(小・中・高等部設置） 
5 

学部主任 各学部に関する校務全般 
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Ⅱ 課題解決に向けた今後の方向性 

 

  学校の組織的課題対応力を高めることを目的として導入された主幹制度である

が、その効果が確実に現れてきている一方で、選考受験者数の減少に直面して、配

置計画の達成が危ぶまれている。この危機的状況に対しては、校長及び区市町村教

育委員会と連携した人材の発掘を重点的に行いつつ、選考区分や受験資格年齢とい

った選考についての見直しを図る必要がある。また処遇の改善や主任兼務のあり方

といった主幹の職に関する課題についても、併せて検討する必要がある。 

 

１ 配置計画の達成に向けて  

(1) 校長や区市町村教育委員会と連携した人材の発掘・育成 

 平成１５年度から配置された主幹については、現在、約６割の充足率であ

る。これまで、配置計画に基づき、導入初年度に各学校に主幹１名を配置し

た後、学校種別ごとに定められた主幹数に向けて、順次配置を進めており、

学校や区市町村教育委員会からも主幹の配置による学校経営の効率化、組織

的な対応能力の向上が評価され、早期の主幹配置を求める声は大きい。一方

で、主幹の供給源となる年齢層が少なく、何よりもまず人材の発掘が必要と

なっている。 

 人材発掘・育成にあたっては、一人ひとりの教員とより身近な立場にある

校長や区市町村教育委員会と東京都教育委員会が十分な連携を図る必要があ

り、また、教員のキャリア形成の早い段階から、主幹、さらには管理職への

登用を見据えた人材育成を行うことが重要である。 

 今後、校長及び区市町村教育委員会と育成状況をはじめとした人材情報の

共有化を一層進め、活用することにより、受験者数の増加を図り優秀な人材

を確保していく。また、任用にあたっては、校長及び区市町村教育委員会に

よる指名・推薦制の導入などについても具体的な検討を行っていく必要があ

る。 

 

(2) 選考に関する見直し 

① 選考区分（Ⅰ、Ⅱ）の廃止 

 主幹級職選考においては、区分Ⅰと区分Ⅱという選考区分にしている。

（資料４）。区分Ⅰは、校種ごとの区分を設けず、満３８歳以上４５歳未

満の者を対象にしており、区分Ⅱは小学校、中学校、高等学校、盲・ろう・

養護学校の学校種別ごとに、満４５歳以上５６歳未満の者を対象にしてい

る。これは、制度導入の際、前者をゼネラリスト的な位置付けとして、後

者を学校での即戦力として、配置することを念頭に設けられた区分である。
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しかしながら、合格後の主幹の配置状況を勘案すると、区分Ⅰにおいても

校種ごとに配置されており、実態としては区分Ⅱと同様の取扱がされてい

る。 

 このような実態を踏まえて、校種ごとに選考する現行の区分Ⅱを基本と

し、区分Ⅰと区分Ⅱを統合すべきである。これにより、区分Ⅰの受験資格

該当者の主幹任用後の配置に関する不安を払拭し、受験促進を図っていく。 

 

     （資料４）現行の選考区分及び受験資格 

区分 年齢 都教職経験 校種 

Ⅰ ３８歳以上４５歳未満 １０年以上 

小学校、中学校、高等学校、

盲・ろう・養護学校で一括

で選考を行う。 

Ⅱ ４５歳以上５６歳未満 １０年以上 

小学校、中学校、高等学校、

盲・ろう・養護学校の校種

ごとに選考を行う。 

 

② 受験可能年齢の拡大 

 現在、区分Ⅰと区分Ⅱを通じ、主幹を受験できる年齢は満３８歳以上 

５６歳未満となっている。これは、東京都公立学校での勤務経験が１０年

以上の者を要件としていることが勘案できるように、学校現場において十

分な経験を積んだ上で、実務に精通した主幹が必要であるとの観点から考

慮された年齢である。 

 一方で、管理職選考Ａ選考では、教育ゼネラリスト的な教育管理職の育

成を目標としており、即戦力となるＢ選考よりも年齢要件が若く設定され

ている。また、ジョブ・ローテーション期間中に主幹を経験する者があり、

主幹級職選考による主幹よりも若い主幹が任用されている。 

 このため、管理職選考との整合性を図り、年齢要件の下限を現在の満３

８歳から３歳引き下げ、満３５歳程度とすることを２級職の分化の検討を

踏まえて検討する必要がある。一方で、高齢層において、５０歳代の教員

も主幹級職選考を受験しており、主幹をより活用できるよう、年齢要件の

上限を現在の満５６歳未満から満５８歳未満に引き上げ、年齢要件の拡大

を検討する必要がある。 

 

③ 主幹を対象とした管理職選考区分の新設 
～教育管理職選考Ｃ＜仮称＞の新設～ 

 現行の管理職Ｂ選考においては、主任の経験を受験資格の要件としてい

るが、主幹の職歴は資格要件としていない。今後、主幹の職歴を資格要件
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とし、勤務実績をより重視した選考方法を採る新しい管理職選考区分<Ｃ>

を設けることについて、任用制度の全体を踏まえつつ、検討する必要があ

る。 

 この新しい選考区分では、より実践的な能力ある人材を管理職として選

抜できるとともに、職務を通じて高い業績を挙げた主幹に昇任の可能性を

開くものである。 

 これにより、特に経験を積んだ教員の昇任へのインセンティブを引き出

し、主幹級職選考受験者数の拡大を図る。 

 

２ 主幹の職に関する見直し 

(1) 処遇の改善 

 職責・能力・業績をより重視した給与体系への転換が求められている状

況の下、主幹（特２級職）と一般の教諭（２級職）との給料表上の格差の

拡大や従来一律的・年功的処遇であった特別給（期末勤勉手当）における

職務段階別加算についての見直しが図られている。今後も教員全体の給与

体系において、より職責・能力・業績を重視したものとするという視点で

検討を続けていく必要がある。 

 また、主幹については、通常の授業を持ちつつ、校内調整などを行って

いるため、多忙感があり、このことが受験者数の減少に繋がっているとの

声がある。これについては、小学校を除いて兼務している主任職において

授業時間数の軽減を図っているところである。今後、学校における主幹の

充足を一層進めるとともに、マネージメントの効率化をさらに積極的に進

め、学校全体の組織的な対応力を高めることによって、主幹一人ひとりの

過度の負担感の軽減を図っていくことが必要である。また、現行の枠組み

の中で、校長の裁量に基づく弾力的な運用も含め検討していく必要がある。 

 

(2) 主任兼務のあり方 

 主幹が学校運営全体にかかわる主任を兼務することは、学校の組織的な教

育活動を目指した主幹制度の基本的な考え方であり、今後ともこうした考え

方を基本に主幹の配置を進めていく。 

 一方で、主幹配置計画の達成状況を踏まえつつ、学校が抱える多様な課題

に適切に対応できるよう、学校運営組織の一層の充実を図るため、主幹の機

能を最大限発揮できる主任兼務のあり方について引き続き検討を進めてい

く必要がある。 

 
 

34 



第六章 人材育成のあり方について 

 

Ⅰ 東京都の人材育成をめぐる現状と課題 

   

教員の人材育成は教員の教職経験と不可分の関係にあり、東京都はライフステー

ジに基づいた人材育成システムを採用している。人材育成の要素は①教員のライフ

ステージに応じた研修体系の確立、②教員の能力開発型人事考課制度の実施、➂教

員の人材育成の観点からの計画的な人事異動の実施、等を中心に相互に関連して行

われている。教育を取り巻く環境が厳しくなる中で、何よりも教育活動の直接の担

い手である教員の資質・能力のより一層の向上が求められており、大量退職・大量

採用の時代の中で、人材をどのように効果的に育成していくかが重要な課題となっ

ている。 

 

１ 研修の現状と課題 

   現在の研修は、⑴ライフステージに応じた研修、⑵人事考課と連動した研修、

⑶教育課題への対応、⑷スペシャリストの育成、⑸研究の成果を活用した研修、

の５つを基本方針としており、今後、こうした研修のより一層の充実が求められ

ている。 

  特に、教員の大量退職とこれに伴う大量の新規採用教員を迎え、学校での初任

者研修の実施負担が増加する中で、区市町村教育委員会と連携し、いかに効果的

に研修を実施していくことが課題となっている。 

 

  ⑴ 選択課題研修 

    各教員が、教職経験（ステージⅠ、Ⅱ、Ⅲ）に応じたそれぞれの研修計画に

基づき、研修内容を自己の教育課題に応じて選択し、自己の資質・能力を高め

ることを目的とし、実施している。 

ステージⅠにおける研修は教職経験２年から１０年まで、ステージⅡにおけ

る研修は教職経験１２年から２０年まで、ステージⅢにおける研修は教職経験

２１年から退職時までの教員を対象に実施されている。 

 

 ⑵ 必修研修 

全ての教員が、教職経験に応じて教員としての使命感、幅広い知見、実践的

指導力等を身に付けることを目的として実施しており、①初任者研修、新規採

用者研修、②２・３年次授業研究、③４年次授業観察、④１０年経験者研修、

⑤英語教員集中研修の５つに大別される。 
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  ⑶ 職層研修 

    校長、副校長、主幹、主任等、その職に必要な能力の開発・向上を図ること

を目的として実施しており、①教育管理職研修、②教育管理職候補者研修、③

主幹研修、④主任研修等の４つに大別される。 

    

 ⑷ 自主研修 

    教員の資質・能力の向上を目的とし、教員が自主的に計画し、研修を実施し

ている。教育公務員特例法第２２条第２項の規定に基づく承認研修、東京都が

予め指定した研究団体による研修等、都立学校教員の大学等における研修の３

つに大別される。 

 

⑸ 校内研修 

    教員の「授業力」の向上を目的とし、各学校において実施している。教員の

相互研鑽による授業力の向上では、校内の教員で小グループをつくり、グルー

プリーダーを中心に教員同士が日常的に授業を見合い、情報交換・意見交換を

通して相互研鑽する。４年目の教員について、２・３年次授業研究の成果を把

握し、４年目以降の育成方針作成の資料とするため、指導主事等がより詳細な

授業アドバイスを行っている。 

 

  ⑹ 区市教育委員会の研修 

小学校、中学校の教員を対象に初任者研修、２・３年次研修、４年次教諭研

修、１０年経験者研修等を東京都と連携・役割分担して実施している。また、

区内派遣研修、特別支援コーディネーター養成研修会等、各地区の実情・必要

性に応じて独自の研修を実施している。 

  

２ 人事考課制度の現状と課題  

    

東京都の教育職員人事考課制度は、教員の能力開発を目的とした制度であり、

自己申告制度と業績評価制度の二つの柱からなっている。自己申告や授業観察等

に基づき、教員一人ひとりの業績や能力を適切に評価した上で、校長・副校長が

適切な指導助言を行い、また、自己申告・業績評価の結果に応じた研修や自己啓

発、適切な処遇等を行うことを通じて、より一層の教員の資質能力・モラールの

向上を図ることが課題となっている。 

 

  ⑴ 自己申告 

 校長、副校長の指導・助言を受けながら、学校長の学校経営方針を踏まえ、

教員が自己の職務目標を設定・実行することを通じて、より主体的な職務への
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取組を促している。また、教員は自己評価を行い、自己の能力や改善すべき点

等を自ら把握することにより、職務遂行能力の開発・向上を図っている。 

    

⑵ 業績評価 

    教員が職務遂行を通じて上げた実績やその過程における努力等について、積

極的に評価するとともに、不十分な点やさらに伸ばすべき点について、適切な

指導育成の方策を見出している。これに基づき校長・副校長が適切な指導助言

を行うとともに、必要な研修等を実施し、教員の資質能力の向上を図っている。

さらに、評価結果を異動や給与等の処遇に的確に反映させることにより、教員

のモラールの向上や学校組織の活性化を図っている。 

  

 ⑶ キャリアプランの作成 

    キャリアプランは１年目、１１年目、２１年目、３１年目に作成する。その

後、教員はライフステージを通じ、自らの能力や適性に応じて必要な研修等を

受講するため、人事考課等を踏まえた校長の指導に基づき、研修計画としてキ

ャリアプランを毎年度改善し、校長に提出している。 

 

Ⅱ 今後の方向性 

   

  東京都教育委員会は、区市町村教育委員会との連携のもと、研修制度、人事考課

制度、人事異動等を総合的に組み合わせた人材育成策を推進していく必要がある。

研修制度では、教員の大量退職、大量採用に応じて経験豊富な退職教員やベテラン

教員を活用するなど、学校現場での研修の一層の充実・支援を図っていくことが必

要である。人事考課制度については、処遇へ的確に反映させ、より人材育成に活用

しやすい制度の検討を行っていくとともに、人材情報等の的確な把握・活用を進め

る必要がある。 

  

１ 研修のあり方 

  児童・生徒の学習意欲の向上及び基礎学力の定着を図るため、「教員の授業力

の向上」を目的とし、平成１８年度から東京都の重点事業の一部として、「東京

教師道場」及び「授業研究ヘルプデスク」を新たに実施していく。これらの事業

は、次代を担う子どもたちを育成するため、高い志と豊かな感性を持ち、実践力

に優れた「授業力」の高い教員の育成・養成を目的とする。 

  さらに、現在実施されている研修においても、「教員の授業力の向上」を目的

とし、人材育成の観点から下記のような取り組みを図っていく必要がある。 
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⑴ 選択課題研修 

 校種に対応した研修内容・形態の一層の工夫を行い、より受講者ニーズに応

じた研修を実施する。また、区市町村教育委員会による選択課題研修受講者の

推薦を実施して、地域の教育課題解決を支援していく。さらに、キャリアプラ

ンの実現及び授業力の向上に関する研修の趣旨を管理職に徹底して、受講機会

の拡大を図っていく必要がある。  

   

⑵ 必修研修 

「育てたい教師像」のビジョンを明確に掲げ、必修研修において授業参観、

学習指導案作成、模擬授業、授業研究、評価及び改善の技法の習得などを通じ

て「授業力の向上」を図ることができるよう、初任者研修から１０年経験者研

修までの一貫性のある研修体系の確立を図っていく必要がある。 

 

   ⑶ 職層研修 

    教育管理職研修は、研修項目・内容を精選して、より効果的・効率的な研修

体系に再構築し、実践的学校経営能力の向上を図っていく必要がある。 

教育管理職候補者研修は、事例研究、演習、協議等をさらに多く取り入れ、 

副校長としての資質・能力を育成するための実践的な研修を行っていく必要が

ある。指導主事研修は、他の研修との重複等を見直して研修の再構築を行うと

ともに、OJT研修の充実を図っていく。また、指導主事２年次研修の内容を指導

主事任用時研修の内容に統合し、即戦力となる人材を育成する必要がある。 

 

  ⑷ 東京教師道場 

    授業力リーダーとして他の教員を指導できるレベルの資質・能力と、特定の

教科等における高い専門性を育成するため、概ね教職経験５年～１０年の者を

対象に、東京教師道場を平成１８年度から新たに実施する。東京教師道場で育

てたリーダーを各学校の人材育成に活用することにより、使命感を持ち、授業

力のある教員を育成していく必要がある。 

 

  ⑸ 授業研究ヘルプデスク 

    授業力向上を目指す学校や教員に対し、平成１８年度から電子メールや電話

等による相談や、インターネットによる資料提供を新たに行うなど、授業づく

りを支援することによって、学校現場での研修の充実を図る必要がある。 

   

⑹ 研修認定団体による研修 

    東京都教職員研修センターの設置目的及び研修方針を踏まえ、研修団体の認

定を行っているが、研修の実施に関しては教員の人材育成の観点から十分な連
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携を図るとともに、研修団体の研修活動を支援していく必要がある。 

 

  ⑺ 自主研修 

 教員の資質・能力の向上を目的として教員が自主的に計画した研修等につい

ては、研修効果がより発揮されるよう、自主研修制度全般の見直しを行う必要

がある。 

 

⑻ 派遣研修 

大学院派遣研修、民間企業派遣研修等があるが、派遣修了者が研修成果を授

業や校内・校外での研究活動に一層反映し、各種の研修活動において中心的な

役割を果たしていくようにする必要がある。 

 

⑼ 校内研修 

    校内研修の活性化を図るため、経験豊富な退職教員又はベテラン教員をどの

ように活用していくか、仕組みづくりを十分検討していく必要がある。さらに、

東京教師道場で育てたリーダーを各学校の人材育成に活用することにより、校

内研修の活性化を図っていく。 

 

  ⑽ 退職教員の活用 

     東京教師道場においては、退職校長等を活用して新たに設置する「学習指導

専門員」が受講対象者の指導・育成に当たる。また、新規採用教員が増加し、

経験不足の若手教員が大幅に増加する中では、経験豊富なベテラン教員の活用

策を図るとともに、退職教員を初任者研修の指導教員に活用することなどにつ

いても検討していく必要がある。 

 

  ⑾ 区市町村教育委員会とのより一層の連携 

大量の新規採用教員が今後増加する中で、初任者研修等について、区市町村

教育委員会とのより一層の緊密な連携のもと情報の共有化等を進めるとともに、

区市町村教育委員会が実施する研修へのきめ細かな支援を一層進めていく必要

がある。 
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経験年数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36
年　齢 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58

教員のライフステージにおける研修体系図

必
修
研
修

職
層
研
修

承認
研修

平成１８年度
から実施

ステージⅢにおける研修

ステージⅠ（キャリアプランⅠ）

初
任
者
研
修

都
立
学
校

二
・
三
年
次
研
修

十
年
経
験
者
研
修

ステージⅡ（キャリアプランⅡ） ステージⅢ（キャリアプランⅢ）

管理職研修（①都立学校長、②都立学校選抜校長、➂公立学校長任用前、④都立学校副校長、
⑤都立学校副校長３年次、➅新任統括指導主事、 ⑦人事考課評価者訓練Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ）

　管理職候補者研修（①指導主事任用時・２年次、②管理職候補者Ａ１年次・２年次・３年次・４年次・５年次、➂管理職候補者Ｂ１年次・２年次）

主幹・主任研修（①都立学校主任、②主幹任用前、➂都立学校主幹）

ステージⅠにおける研修 ステージⅡにおける研修

＜キャリアアップ研修Ⅰ(基礎)、Ⅱ(充実)、Ⅲ(発展)＞    　教科等研修、教育課題研修、産業・情報研修

東京教師道場、東京都立学校校内研修担当者育成研修、東京都設定教科・科目(奉仕)推進者養成研修、教職員研修センターが認定した研修団体による研修

選
択
課
題
研
修

英語教員集中研修
（平成１５年度から実
施）教員ステージの中
で必ず１回受講する 英語教員集中研修（平成１５年度から実施）教員ステージの中で必ず１回受講する。

指導力ステップアップ研修
（短期、通所、長期）

自
主
研
修

新
規
実

施
研
修

　　　　　教育公務員特例法第２２条第２項の規定に基づく承認研修等

短期
研修

長期
研修

　　　　東京都教育委員会があらかじめ指定した研究会による研修

　　　　無給による長期研修（大学院修学休業制度等）

校
内

研
修

教職員研修センターで実施

　　①各校における教育課題に関する研修、②講師派遣等による校内研修の充実

都
立
学
校

四
年
次
授
業
観
察

派
遣

研
修 東京都教育委員会及び国が実施する派遣研修（新教育大学大学院派遣、教員研究生、教職大学院派遣（平成２０年度～）等

        授業研究ネットワーク「まなび」

ま
な
び

研
　
修
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２ 人事考課制度のあり方 

 

  経験豊富なベテラン教員が大量退職する中、直面する様々な教育課題に引き続

き的確に対応していくためには、教員一人ひとりの業績や能力を適切に把握した

上で、効果的な人材育成をこれまで以上に積極的に実施していかなければならな

い。処遇へ的確に反映させ、より人材育成に活用できる仕組みとして、人事考課

制度のさらなる充実を図る必要がある。 

 

(1) 自己申告 

ア） 目標管理手法の効果的な活用 

教員一人ひとりの能力向上に結びつけるため、「目標設定→成果確認」の

プロセスを通じた人材育成をさらに徹底していく必要がある。その効果的

な活用を図るためには、教員の自主性・主体性の発揮を尊重しつつ、管理

職である校長・副校長がより積極的にサポートしていくことが重要である。 

 イ） 教員に関する情報の的確な把握 

年間を通じた校長・副校長との面接の実施、日常的な指導助言などを通

じて、管理職が教育職員の職務を遂行する上での強み・弱みなどを十分に

把握し、より一層計画的な人材育成を行っていく必要がある。そのために

は、効果的な人材育成や人事配置を可能とする人事情報の有効な活用策に

ついても検討する必要がある。 

    また、教育管理職を対象として、現任校における適性、保有能力、適任

とされる学校のタイプ、勤務成績等を一覧にまとめた人材情報シートを新

設し、人材育成の観点からより適切な人事配置管理に活用する必要がある。 

 

(2) 業績評価 

 ア） 絶対評価の一本化 

納得性が高く、効果的に人材育成に結びつく評価制度とするため、現在

行われている２段階の絶対評価を校長の評価に一本化するとともに、校長

への指導・助言を行う「調整者」を新たに設置していく必要がある。 

 イ） 評語の段階の再構成 

絶対評価の評語をより活用しやすい段階に再構成し、評語に基づいたよ

り効果的な人材育成を図っていく必要がある。下位の被評価者については、

指導育成が必要な層と位置づけ、重点的な指導育成を実施していく必要が

ある。 
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 ウ）評価結果の本人開示及び苦情相談制度 

人材育成及び納得性向上に資する観点から、開示を希望する教員全員に

対して、絶対評価を開示していく。評価結果を踏まえ、指導育成を強化す

る必要がある教員に対しては、継続的・計画的な指導育成を行っていく必

要がある。さらに公正性、透明性、納得性の向上を図るために、苦情相談

制度のより一層適切な運用を図っていくことも重要となる。 

 

 ⑶ キャリアプランの改善 

    教員はライフステージを通じ、自らの能力や適性に応じて自己啓発・能力開

発を行うことが常に求められており、キャリアプランを人材育成の手段・方法

としてより積極的に活用していくことが必要となっている。特に１年目に作成

したキャリアプランについては、初任者研修や２・３年次の授業研究、４年次

の指導主事等の授業観察の成果を踏まえて改善していくことができるため、特

に重要視し、この間のキャリアプランの適切な作成を引き続き支援していく必

要がある。 
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第七章 新しい職の視点からの任用制度の検討について 

 

１ 教員の給与制度検討委員会(第二次)報告 

 

平成１７年８月の教員の給与制度検討委員会(第二次)報告においては、「教員の

８５％程度が在職している２級をはじめ、同一級の教員であっても職務の困難度や

責任の度合い等に相違が生じている実態があり、教員等の職級構成等のあり方を検

討しなければならない」と現行制度の課題を指摘している。 

さらに、今後の方向性として、「現行の２級職について、職務の困難度や責任

の度合い等の実態、求められる能力等の分析を進め、職のあり方を精査し、職の分

化を含めた検討を行っていく必要がある。また、１級職や管理職層についても、同

様な観点から検討する必要がある。また、専門的な能力の活用という視点から、主

幹・教育管理職という現在の単線型の任用体系に加え、専門職的な位置付けによる

複線型の任用体系についても、必要な職のあり方の検証を進め、検討していく必要

がある」としている。 

 

２ 教員の給与制度検討委員会(第二次)報告以降の動き 

(1) 国の動き 

  ① 中央教育審議会答申【新しい義務教育を創造する】(平成17年10月) 

    「高い指導力のある優れた教師を位置づけるものとして、教育委員会の判断

で、スーパーティーチャーなどのような職種を設けて処遇し、他の教師への指

導助言や研修にあたるようにするなど、教師のキャリアの複線化を図ることが

できるようにする必要がある」としている。 

  ② 中央教育審議会中間報告【今後の教員養成・免許制度の在り方について】 

                             (平成17年12月) 

   ア ｢教職大学院｣制度の創設と修了者の処遇 

     「教職大学院は、新人教員の養成のほか、現職教員を対象に、地域や学校

における指導的役割を果たし得る教員等として、不可欠で確かな指導理論と

優れた実践力・応用力を備えたスクールリーダーの養成を目的及び機能とす

る」こととしている。 

     「特に修了者が現職教員の場合には、地域や学校における指導的役割を果 

たす教員として活躍することが期待される。また、新人教員については採用 

学歴に応じて換算され、現職教員については基本的にその経験年数に応じた 

扱いとされているが、教員の能力や業績を適正に評価するとともに、これを 

適切に処遇に反映することが重要である。教職大学院の修了者についても、 

新たな教員評価システムに係る取組を進め、実績等を勘案しつつ、各任命権 

者において検討していくことになる」としている。 
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   イ 教員免許更新制の導入 

     「近年、学校教育をめぐる状況は大きく変化しており、教員免許状の取得

後も、教員に必要とされる資質能力は常に変化している。教員として必要な

資質能力の確実な保持を図るためには、教員免許状の在り方を根本的に見直

すことが必要である。 

    教員免許状に一定の有効期限を付し、有効期限の到来時に合わせて、その

時々で求められる教員として必要な資質能力が確実に保持されるよう、必要

な刷新(リニューアル)を行なうことが必要であり、このための具体的方策と

して、教員免許更新制を導入することが必要である」としている。 

  ③ 教育改革のための重点行動計画(平成18年1月) 

   ア 教職員給与の見直し 

     教職員給与のあり方全般について検討を行い、平成１８年度中に結論を得

て、平成２０年春に所要の改正を行なうとしている。 

   イ ｢教職大学院｣制度の創設 

     より高度な専門性を備えた力量ある教員を養成し、教職課程改善のモデル

となる｢教職大学院｣制度を創設するとしている。 

   ウ ｢教員免許更新制｣の導入 

     教員免許状取得後も、教職生活の全体を通じて、教員として必要な資質能

力が確実に保証されるための措置を講ずるとしている。 

   エ 教員評価の改善･充実 

     教員評価の結果を給与等の処遇に反映させるなど、新しい教員評価システ

ムの一層の改善を図るとしている。 

 

(2) 東京都の動き（東京教師道場） 

    東京教師道場は、東京都公立学校の児童・生徒の学力向上を図るため、教員

の｢授業力｣を一層高めるとともに、他の教員を指導する資質･能力を育成する

目的で、平成１８年度に開設する。 

    道場の修了者については、実績等を加味し、児童･生徒の成長発達について

の深い理解及び教科書・教科指導・学級経営等に関する専門的知識と指導･助

言力があると認める者について、｢授業力リーダー｣として位置付けていく。 

さらに、確かな学力を育むため、児童･生徒の実態に応じ創意工夫を凝らし

た学習指導及び教材開発を行える者、かつ、｢授業力｣に関する学校及び教員の

状況や課題を的確に把握し、授業力向上のための内容や方法を示すことができ

る者を｢授業力リーダー｣から選抜し、｢授業力スペシャリスト｣として位置付け

ていく。 
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(3)  新しい職の視点からの任用制度の検討 

  ① 主幹の配置による組織的な対応能力の向上 

    主幹の設置以前は、校長･副校長と教員との関係において、意思決定・伝達

のシステムが必ずしも十分機能しないなど、学校運営上の課題があった。主幹

の配置により、主幹が副校長を補佐し、また、管理職と教諭の調整役を果たす

など、組織的な対応能力は一段と向上した。 

  ② 今後の方向性 

今後は、以下に掲げる事項を中心に職のあり方を検証するとともに、新たな

任用制度を検討する組織をあらためて設置し、一定の結論を得て、必要とされ

る改正を行なう必要がある。 
ア ２級職等の職の検討 

     ２級職について、学校教育が抱える課題の複雑化、多様化などから、職務

の困難度や責任の度合い等に相違が生じている実態を整理するとともに、求

められる職務遂行能力等の実態の整理を進め、職責及び能力に応じた職の分

化を視野に、職のあり方について検討していく必要がある。 
さらに、１級職(実習助手、寄宿舎指導員)についても同様に検討していく
必要がある。 
イ 授業力リーダー、授業力スペシャリストの職等の検討 

     東京教師道場修了者等が担うこととなる授業力リーダー及び授業力スペ

シャリストの役割について、新たな職責を備えた職(層)としていくことも含
めて検討を進め、必要に応じ複線型の任用制度に位置付けることも合わせて

検討していく必要がある。 
     また、今後設置される教職大学院の修了者について、国のいうスクールリ

ーダーとしての能力の活用の観点から、①修了した現職教員、②修了した新

卒者の別に、その活用に応じた扱いを検討していく必要がある。 
ウ 管理職層の職の検討 

     校長及び副校長を一律的に任用している現行の管理職任用制度について、

指導困難校や進学指導重点校などの学校の特性及び児童･生徒数に応じた教

職員数の多寡などによる学校規模等に応じて職責を区分することや、校長等

を指導・助言する能力により区分するなど、職責及び能力の実態を踏まえた

校長等の職の分化についても視野に置き、検討していく必要がある。 
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お わ り に 

 

 

教員任用制度あり方検討委員会は、来る教員大量退職時期を迎えるに当たり、児童・ 

生徒数の増加傾向や東京都教育委員会が行っている各種施策を背景に、優秀な教員の

確保・育成や教員の年齢構成の平準化といった課題解決の方向性を示した。 

 ここで示された方向性については、既に採用倍率の低下や主幹級職選考、教育管理

職選考の受験率の低下が顕著となってきており、できる限り早期の実現に向けて具体

的な検討を進めていく必要がある。今後、区市町村教育委員会との密接な連携の下に、

平成１８年度から実施できるものについては、早急に実施案を策定していくことが必

要である。 

 また、今回の報告の中で改革の方向性を示した「２級職の職の分化」や「管理職層

の見直し」について、平成１８年度中に検討委員会を立ち上げ、２級職をはじめとす

る教員全般にわたり、職層・職務を詳細に分析し、教員の職のあり方を整理していく

必要がある。また、検討結果に対応して、給与制度の再構築の検討も行っていく必要

がある。 

 今回の最終報告の中で示した方向性については、早急に実施が望まれるが、今後の

職のあり方の検討によっては、主幹制度や管理職制度そのものもまた大きく見直しを

する必要が出てくる。 

今後も社会状況の変化に応じて、引き続き人材の育成・確保の視点から検討を進め、

不断の見直しを行っていく必要がある。 
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